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実 績 申 告 書 　作 成 要 領
１．業務委託名：一級河川　寝屋川　東諸福調節池外　地下構造物点検調査委託（Ｒ８・Ｒ９）
２．業務概要等
　　電子入札公告のとおり
３．実績申告書の作成及び提出について
１）本業務への入札は、電子入札公告に定める評価基準点以上となる者が参加できるものとする。なお、実績申告書については、共通入札説明書「11（３）．実績申告書の審査」に定める審査を行うものとし、審査の結果、入札参加資格を有しないことが明らかとなった者の提出された入札書は、無効とする。
　２）入札参加者が提出する資料は以下のとおりとし、共通入札説明書に定めるシステムにより提出すること。
①　実績申告書表紙（代表者印の押印は不要）

②　実績申告一覧表　別紙１
なお、①②の内容は、システム提出後の変更は認めない。

　３）共通入札説明書に定める事後審査の対象者（以下「落札候補者」という。）が提出する実績申告の内容を証明する調書類（以下「調書」という。）は以下のとおり。

　　③　企業の技術力　調書Ａ、Ｂ　別紙２－（１）、（２）

（必要に応じて参照書類等を添付）

　　④　管理技術者の技術力　調書Ａ、Ｂ、Ｃ、Ｄ　別紙３－（１）、（２）、（３）、（４）
（必要に応じて参照書類等を添付）
　　⑤　企業の信頼性・社会性（地域性、大阪府施策に対する取組）　調書Ａ、Ｂ、Ｃ　
別紙４－（１）、（２）、（３）

　（必要に応じて参照書類等を添付）
　③から⑤については、落札候補者が申告することとし、事後審査における調書提出期限後の変更は認めない。

４）調書は、別紙の様式により作成し、右肩にページ数を記載すること。
５）調書の提出日、提出方法、質問及び回答は、共通入札説明書及び電子入札公告による。

６）落札候補者が提出する調書は、電磁的記録により１個作成したものをAdobe Acrobat PDF形式で電子契約ポータルサイトにより提出すること。
４．実績申告書について
　１）実績申告書の作成にあたっては、実績申告書作成要領を熟読した上で作成すること。
　２）実績申告書の審査の内容については、「５．実績申告書にかかる評価基準」に定める。
　３）申告する評価点（申告点）は、「全体の基準点」と企業の技術力、管理技術者の技術力に対する「技術力の基準点」に対して、両方申告すること。
４）評価基準中の「大阪府都市整備部」とは、「大阪府都市整備部（住宅建築局の発注案件を除く。）」とする。
５）大阪港湾局については、大阪府が専ら管理する港湾若しくは海岸等に関する業務を対象とする。（大阪港湾局のうち、計画整備部計画課計画調整担当、同部振興課利用促進担当及び泉州港湾・ 海岸部が発注する業務）
【「同種業務の実績と成績点」の評価の考え方（例）】
	同種業務の実績と成績点

（過去５年間の元請として引渡しが完了した業務実績）
	点数

	
	管理技術者としての業務実績
	担当技術者としての業務実績

	都市整備部又は大阪港湾局発注の同種業務（全期間従事したものに限る）（※１）の実績
	80点以上の場合
	５点
	５点

	
	75点～79点の場合
	４点
	３点

	
	70点～74点の場合
	０点
	０点

	都市整備部発注の同種業務（全期間従事したものに限る。）（※１）の実績と成績点
	69点以下の場合
	－３点
	－３点

	国、地方公共団体等（※２）発注の同種業務（全期間従事したものに限る）（※１）の実績
	75点以上の場合
	４点
	３点

	
	74点以下の場合
	０点
	０点


※１　同種業務とは、入札参加資格として設定している業務をいう。ただし、業務内容によっては別途定める場合がある。なお、共同企業体として実績を有する場合は、代表者又は構成員として担当した業務内容が本件で求める業務実績と同一の場合に限る。
※２　国、地方公共団体、道路公社、住宅供給公社、土地開発公社、地方独立行政法人及び公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律施行令（平成13年政令第34号）第１条第１項各号に規定する法人が発注した業務に限る。
５．実績申告書にかかる評価基準
	分類
	項目
	内容
	配点
	評価点
	備　考

	企業の技術力
	Ⅰ、Ⅱのうち、いずれかを選択して申告
	Ⅰ　表彰等（受注者）
	「建設コンサルタント業務」で令和６年度及び令和７年度に受賞した大阪府都市整備部又は大阪港湾局の表彰等において、受注者としての受賞実績。
※表彰等を受賞した案件がある場合、令和８年４月１日以降の年度内の全ての実績申告型の業務案件に申告できる。ただし、複数の受賞案件を申告しても１受賞案件のみを評価の対象とする。
※上記の評価の対象に該当するものであっても、次のいずれかに該当する場合は、本項目における評価の対象としない。
・大阪府入札参加停止要綱に基づく入札参加停止措置（経営不振を除く。）を受けていた場合で、同表彰の受賞年度が、当該入札参加停止措置の措置期間の最終日が属する年度以前となっているとき
・大阪府入札参加停止要綱に基づく入札参加停止措置（経営不振を除く。）を受けていた案件が起因となり、表彰を受賞した場合
	８点
	・都市整備部長の受注者表彰
・大阪港湾局優秀表彰（受注者）
実績あり　：８点
	別紙
２－(1)

	
	
	
	
	６点
	・事務所長等の受注者表彰
・大阪港湾局優良表彰（受注者）
実績あり　：６点
	

	
	
	Ⅱ優良な業務成績点
	大阪府都市整備部又は大阪港湾局発注の建設コンサルタント業務で、令和５年４月１日から令和８年３月31日までの間において完成検査を受け、業務成績点が75点以上と判定された実績。

ア）80点以上と判定された対象案件がある場合に最大４件まで評価する。
【１件あたり２点】
イ）75点以上79点以下と判定された対象案件がある場合に評価する。ただし、複数の実績を保有していても１実績のみを評価の対象とする。
【１件目のみ１点】
※１件目はア）又はイ）により申告できる。２件目以降は、ア）のみ申告が可能。
ア）イ）合計で４件まで申告できる。
※上記の評価の対象に該当するものであっても、次のいずれかに該当する場合は、本項目における評価の対象としない。
・当該実績の検査日が、大阪府入札参加停止要綱に基づく入札参加停止措置（経営不振を除く。）の措置期間の最終日以前となっている場合
　・対象案件が起因となり、大阪府入札参加停止要綱に基づく入札参加停止措置（経営不振を除く。）を受けていた場合
	①
	８点
	80点以上が４件以上の場合
	

	
	
	
	
	②
	７点
	75点～79点の業務１件以上と

80点以上が３件の場合
	

	
	
	
	
	③
	６点
	80点以上が３件の場合
	

	
	
	
	
	④
	５点
	75点～79点の業務１件以上と

80点以上が２件の場合
	

	
	
	
	
	⑤
	４点
	80点以上が２件の場合
	

	
	
	
	
	⑥
	３点
	75点～79点の業務１件以上と

80点以上が１件の場合
	

	
	
	
	
	⑦
	２点
	80点以上が１件の場合
	

	
	
	
	
	⑧
	１点
	75点～79点の業務１件以上

のみの場合
	

	
	Ⅲ業務成績点に係る減点
	大阪府都市整備部発注の建設コンサルタント業務で、令和５年４月１日から令和８年３月31日までの間において完成検査を受け、業務成績点が69点以下と判定された実績。69点以下と判定された対象案件がある場合、その実績の件数により右記に示すとおり評価する。

※該当する実績があるにも関わらず申告しない場合でも、大阪府が当該実績を確認し減点する。
	－３点
	69点以下の実績が１件の場合：－３点
	

	
	
	
	－６点
	69点以下の実績が２件以上の場合：－６点
	


	分類
	項目
	内容
	配点
	評価点
	備　考

	企業の技術力
	Ⅳ常駐有資格者数
	大阪府と契約する営業所に、技術士法（昭和58年法律第25号）による第二次試験のうち技術部門の建設部門又は総合技術監理部門（建設部門に対応する各選択科目に限る。）に合格し、同法による登録を受けている有資格者を、常駐で配属（所属）している。

国土交通省に報告している最新の「建設コンサルタント現況報告書」により人数の確認を行う。なお、国土交通省への報告後に有資格者の配属の変更があった場合は、現況報告書に準じた様式により有資格者の変更報告書を提出すること。この場合、その後に国土交通省に報告する次の現況報告書を大阪府都市整備部事業調整室契約管理グループ宛てに提出すること。変更内容が次の現況報告書に反映されていることを確認する。
変更報告書と次の現況報告書の内容が整合していない事が判明した場合、又は次の現況報告書を提出しない場合は、判明した時点から翌年度末までの都市整備部及び大阪港湾局発注の実績申告型落札方式において常駐有資格者の評価項目に係る加算点の申請は認めないものとする。

※　有資格者数は実人数とし、同一人の複数計上は認めない。


	４点
	有資格者数　10名以上
　　　　　　：４点


	別紙
２－(2)

	
	
	
	２点
	有資格者数　５名～９名
　　　　　　：２点

	

	
	
	注意事項
※　国土交通省に報告している最新の「建設コンサルタント現況報告書」の写しを提出すること。

　　国土交通省への報告後に有資格者の配属の変更があった場合は、その旨を報告すること。（様式自由：国土交通省現況報告書の様式に準じる事）　　


	分類
	項目
	内容
	配点
	評価点
	備　考

	管理技術者の技術力
	Ⅰ、Ⅱのうち、いずれかを選択して申告
	Ⅰ　表彰等（配置技術者）
	「建設コンサルタント業務」で令和６年度及び令和７年度に受賞した大阪府都市整備部又は大阪港湾局の表彰等において、配置技術者としての受賞実績。
※表彰等を受賞した案件がある場合、令和８年４月１日以降の年度内の全ての実績申告型の業務案件に申告できる。ただし、複数の受賞案件を申告しても１受賞案件のみを評価の対象とする。
※上記の評価の対象に該当するものであっても、次に該当する場合は、本項目における評価の対象としない。
・受賞した案件が起因となり、大阪府入札参加停止要綱に基づく入札参加停止措置（経営不振を除く。）を受けている場合
	６点
	・都市整備部長配置技術者表彰
・大阪港湾局優秀表彰（配置技術者）
　実績あり：６点
	別紙

３－(1)

	
	
	
	
	５点
	・事務所長等配置技術者表彰
・大阪港湾局優良表彰（配置技術者）
実績あり：５点
	

	
	
	Ⅱ同種業務の実績と成績点
	対象となる業務
下記①、②の全ての要件を満たすもの
①
長寿命化計画に関する業務

②
地下構造物（※）に関する業務（点検・調査業務、設計業務又は耐震診断業務）

（※）地下河川、調節池、管理用立坑、下水処理場、ポンプ場、ボックスカルバート（現場打ちコンクリート）など
複数業務の実績による申告とする場合、各業務の成績点が、右記の点数以上であること。
	1) 令和３年４月１日から入札参加申請期限までに元請（入札参加者以外の者の元請を含む。）として完成・引渡が完了した大阪府都市整備部又は大阪港湾局発注の左記の全ての業務において、管理技術者又は担当技術者として全期間従事した業務実績と成績点

	最大

５点
	80点以上の実績の場合：５点
	別紙

３－(1)

	
	
	
	
	イ)令和３年４月１日から入札参加申請期限までに元請（入札参加者以外の者の元請を含む。）として完成・引渡が完了した国、地方公共団体等（※１）発注の左記の全ての業務において、管理技術者として全期間従事した業務実績と成績点

※１　国、地方公共団体、道路公社、住宅供給公社、土地開発公社、地方独立行政法人及び公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律施行令（平成13年政令第34号）第１条第１項各号に規定する法人が発注した業務に限る。　
	
	75点以上の実績の場合：４点
	別紙

３－(2)

	
	
	
	
	ウ)令和３年４月１日から入札参加申請期限までに元請（入札参加者以外の者の元請を含む。）として完成・引渡が完了した国、地方公共団体等（※１）発注の左記の全ての業務において、担当技術者として全期間従事した業務実績（※２）と成績点
※１　国、地方公共団体、道路公社、住宅供給公社、土地開発公社、地方独立行政法人及び公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律施行令（平成13年政令第34号）第１条第１項各号に規定する法人が発注した業務に限る。
※２　対象となる業務が複数あり「全ての要件を満たすもの」の場合、担当技術者としての業務実績は管理技術者での業務実績をもって申告することも可とする。その場合、管理技術者の実績であっても、担当技術者として評価する。

	
	75点以上の実績の場合：３点
	

	分類
	項目
	内容
	配点
	評価点
	備　考

	管理技術者の技術力
	
	Ⅱ同種業務の実績と成績点
	注意事項
※業務実績及び成績評定点を確認できる書類（契約書、設計図書、仕様書、完了検査合格通知書、契約履行証明書等）の写しを提出すること（テクリスで証明が可能なものはテクリスでも可とする）。
※成績点等に応じて、別紙３－（１）の表Ⅰ、表Ⅱ ア）、別紙３－（２）の表Ⅱ イ）、ウ）いずれかを申告すること。
※入札参加者以外の実績を申告する場合は当時の所属企業名を「所属企業」欄に記載すること。
※　業務実績は同一の契約で満たしていなくても可とします。ただし、その場合は各々の契約を合わせて１件とみなします。
	別紙

３－(1)
３－(2)


	分類
	項目
	内容
	配点
	評価点
	備　考

	管理技術者の技術力
	Ⅲ業務成績点に係る減点
	対象となる業務
下記①、②のいずれかの要件を満たすもの
①
長寿命化計画に関する業務

②
地下構造物（※）に関する業務（点検・調査業務、設計業務又は耐震診断業務）

（※）地下河川、調節池、管理用立坑、下水処理場、ポンプ場、ボックスカルバート（現場打ちコンクリート）など

	令和３年４月１日から入札参加申請期限までに元請（入札参加者以外の者の元請を含む。）として完成・引渡が完了した大阪府都市整備部発注の左記のいずれかの業務において、管理技術者又は担当技術者として全期間従事した業務実績と成績点
　　　

※業務成績点が69点以下の実績があるにも関わらず申告しない場合でも、大阪府が当該実績を確認し減点する。

※「管理技術者の技術力」の項目を申告しない場合でも、配置技術者調書に記載されている技術者に６９点以下の実績がある場合は評価点を減点する。
	－３点
	69点以下の実績がある場合
	別紙

３－(1)

	
	Ⅳ 継続教育（ＣＰＤ）への取組み状況
	次に挙げる各学協会のＣＰＤ制度に基づき行ったＣＰＤ認定プログラムを、令和７年４月１日から令和８年３月31日までの期間に学習したもの
　・（一社）建設コンサルタンツ協会　推奨単位５０
　・（公社）土木学会　　　　　　　　推奨単位５０
　・（公社）日本技術士会　　　　　　推奨単位５０

　※学習履歴の取得単位は、複数の学習履歴証明書の単位を合算することはできない。

※該当期間のＣＰＤ取得単位が確認できる学習履歴証明書の写しを提出すること。

	１点
	各団体推奨単位以上の取得がある場合
	別紙
３－(3)

	
	Ⅴ若手技術者の配置
	本業務に配置する管理技術者の入札公告の時点での年齢。
	１点
	入札公告の時点で４０歳以下である場合
	別紙
３－(4)

	企業の信頼性・社会性
	Ⅰ本店の

所在地
	　
大阪府入札参加資格登録において、本店が大阪府内である。
	２点
	本店の所在地が

大阪府内　　：　２点
	別紙

４－(1)

	
	Ⅱ資本金又は府内営業所の従業員数
	大阪府入札参加資格登録において、本店が大阪府内又は大阪府外でそれぞれの条件を満たす場合に評価する。
①本店が大阪府内の場合　資本金（※）が１千万円を超える場合に評価する。
②本店が大阪府外の場合　大阪府と契約する営業所に配属（所属）されている従業員が
51名以上の場合に評価する。

※資本金とは、法人府民税確定申告書の「期末現在の資本金等の額又は連結個別資本金等の額」欄に記載されている額。ただし、平成27年４月１日以後に開始する事業年度に係る申告書においては、「期末現在の資本金等の額」欄又は「期末現在の資本金の額及び資本準備金の額の合算額」欄のうち、高い方の金額をいう。


	1点
	①又は
②条件を満たす：１点
	


	分類
	項目
	内容
	配点
	評価点
	備　考

	企業の信頼性・社会性
	Ⅱ資本金又は府内営業所の従業員数
	注意事項
①本店が大阪府内で、資本金※が１千万円を超えている場合
※法人府民税の確定申告書の控えの写しを提出すること。
電子による確定申告を行っている場合は、確定申告書と併せて電子申告申請書（受付完了通知）を提出すること。
②本店が大阪府外で、大阪府と契約する営業所に配属（所属）されている従業員が５１名以上である場合。
※大阪府と契約する営業所が所在する市町村の法人市町村民税の確定申告書の控えの写しを提出すること。
電子による確定申告を行っている場合は、確定申告書と併せて電子申告申請書（受付完了通知）を提出すること。
	別紙

４－(1)

	
	Ⅲ施設点検業務等への協力
	　大阪府都市整備部が実施している「防災ボランティア」に登録し、かつ、令和７年４月１日から入札公告日までに活動（研修・訓練・緊急点検調査のいずれか１回以上）を実施している。


	１点
	活動実績あり　：　１点
	別紙

４－(2)


	分類
	項目
	内容
	配点
	評価点
	備　考

	企業の信頼性・社会性
	大阪府施策に対する取組
	Ⅳ 障がい者の雇用状況
	障がい者実雇用率が法定雇用率を超えている場合に評価する。
※１　障がい者の実雇用数の基準日は、入札公告日直前の６月１日（ただし、入札公告日が６月２日から７月14日までの場合は、前年の６月１日）とする。

※２　常用雇用労働者40.0人以上の民間事業主

公共職業安定所長に提出する「障がい者雇用状況報告書（様式第６号）」、「障がい者雇用状況報告書（様式第６号の２（２））」、「障がい者雇用状況報告書（様式第６号の３（２））」又は「障がい者雇用状況報告書（様式第６号の４（２）」のいずれかの写しを提出すること。

ただし、「⑪ 実雇用率」欄の記載が「2.50%」の場合には、「⑩ 計」欄÷「⑧(ニ) 法定雇用障害者の算定の基礎となる労働者の数」欄×100の数を2.5％超が分かる小数点以下の桁数まで記載すること。

※３　常用雇用労働者40.0人未満の民間事業主

「障がい者雇用状況報告書（常用雇用労働者40.0人未満の事業主用）」の写し（様式第２号）大阪府雇用促進室の受付印のあるものを提出すること。

「行政の福祉化」のホームページに「建設工事等に係る総合評価一般競争入札等における評価」にお知らせと様式があるため参照すること。

ＵＲＬ　https://www.pref.osaka.lg.jp/koyotaisaku/syogaisyakoyo/kensetsu01.html
	１点
	法定雇用率2.5％を
超えている　：　１点
超えていない：　０点
	別紙

４－(3)



[image: image1.emf]≧

11 点

≧

9 点

　※実績申告書各調書の記入にあたっては、「実績申告書作成要領」に従うこと。

　※電子調達システムにて提出後は、項目及び内容の変更は行えない。

商号又は名称



実績申告一覧表に入力してください



（発注事務所：○○○事務所）



実 績 申 告 書

　申告する評価点（申告点）

　　　　　　　　全体の合計点　　　　　　　　　全体の評価基準点

問　合　せ　先



　　　技術力の合計点　　　　　　　　　　　　　技術力の評価基準点

業務名：○○○○○○○○○○○○業務

　令和○○年○○月○○日付けで公告のありました標記業務の実績申告書について、別紙

のとおり提出します。

実績申告一覧表に入力してください



（実績申告書表紙）　 令和８年４月１日版

大阪府総務部契約局長様

部署 ・ 担当者

電　話　番　号

【注意点】

　※申告する評価点（申告点）の合計点は、必ず実績申告一覧表（別紙－１）

　　の申告点の合計点と一致しているか確認すること。



案件ごとに記入

「実績申告型一覧表」に入力で自動反映

案件ごとに記入


[image: image2.emf]評価基準点を以下のとおり申告します。

（表中「申告の有無」欄の黄色が無くなるよう、全ての項目をﾌﾟﾙﾀﾞｳﾝﾘｽﾄ選択すること）

都市整備部長受注者表彰

大阪港湾局優秀表彰

事務所長等受注者表彰

大阪港湾局優良表彰

80点以上が４件以上の場合

75～79点の業務1件以上と

80点以上が３件の場合

80点以上が３件の場合

75～79点の業務1件以上と

80点以上が２件の場合

80点以上が２件の場合

75～79点の業務1件以上と

80点以上が１件の場合

80点以上が１件の場合

75～79点の業務1件以上

のみの場合

69点以下の実績が１件の

場合（都市整備部発注）

69点以下の実績が２件以上

の場合（都市整備部発注）

有資格者数　10名以上

有資格者数　５～９名

都市整備部長配置技術者表彰

大阪港湾局優秀表彰

事務所長等配置技術者表彰

大阪港湾局優良表彰

80点以上の実績

（都市整備部又は大阪港湾局発注）

75点以上の実績：管理技術者

（国、地方公共団体等発注）

75点以上の実績：担当技術者

（国、地方公共団体等発注）

69点以下の実績

（都市整備部発注）

0

各団体推奨単位以上

0

別紙３－（３） 学習履歴証明書の写し

入札公告の時点で４０歳以下

0

別紙３－（４）

技術者名と生年月日が確

認できる書類の写し

本店の所在地 　評価基準による

0

別紙４－（１） ─

資本金又は

府内営業所

の従業員数

　評価基準による

0

別紙４－（１）

□資本金

　最新の法人府民税の確定申

　告書の控えの原本と写し

　（原本は確認後返却）

□従業員数

　大阪府と契約する営業所が

　所在する市町村の法人市町

　村民税の確定申告書の控え

　の原本と写し

　（原本は確認後返却）

施設点検業務等

への協力

　評価基準による

0

別紙４－（２） ─

　障がい者の雇用状況

0

別紙４－（３） ─

点

点

点

点

継続教育（ＣＰＤ）への取組

若手技術者の配置

─

0

別紙３－（１）



別紙３－（２）

業務実績及び成績評

定点を確認できる書類

の写し

（様式参照）

優良な業務成績点

（評価基準による）

同種業務の

実績と成績点

（評価基準による）

最新の「建設コンサル

タント現況報告書」の

写し

い

ず

れ

か

を

選

択

※ 「うち技術力の合計点」とは、分類欄の「企業の技術力」及び「管理技術者の技術力」の合計点をいう。

※ 各申告項目は、誤りのないよう十分に確認し「有」・「無」を選択すること。項目を誤って申告した場合、当該項目は０点とする。

業務成績点に係る減点

（評価基準による）

全体の合計点

申告点

　  ただし、「企業の技術力」及び「管理技術者の技術力」項目のうち、減点項目の申告点が、発注者の管理する業務成績記録と

管

理

技

術

者

の

技

術

力

─

表彰等

（配置技術者）

※ 申告点は自動計算となっているが、間違いがないか必ず確認すること。

うち技術力の合計点

〈有・無を全て選択してください〉

左欄を

選択

別紙２－（１）

※ 実績申告書作成要領「５．実績申告書にかかる評価基準」（P４～P10）の評価内容を確認し、その「有」・「無」を選択すること。

※ 「いずれかを選択」の項目を申告する場合は、「有」は１項目のみ選択し、他の項目は「無」を選択すること。

　 　（２つ以上「有」を選択した場合は、申告点に正しく反映されません）

0

0

別紙２－（１）

業務成績点に係る減点

（評価基準による）

点

点

常駐有資格者数

（評価基準による）

別紙２－（２）

い

ず

れ

か

を

選

択

別紙－１

業務名：

申告

の

有無

企

業

の

技

術

力

項　　　　　　目 分類 内　　　　　　　容

表彰等

（受注者）

点

点

令和８年４月１日版

申告点

〈

有・無の選択

　により自動入

力されます〉

別紙２－（１）

様　式

○○○○○○○○○○○○業務

実　績　申　告　一　覧　表

添付書類

─

点

点

点

　  異なる場合は、発注者の管理する業務成績記録により評価する。

点

企

業

の

信

頼

性

・

社

会

性

〈有・無を全て選択してください〉

大阪府施策に対する取組

地

域

性

点

案件ごとに記入



別紙２－（１）                                                   Ｐ．　　　　　　
企業の技術力　調書Ａ
業務委託名：一級河川　寝屋川　東諸福調節池外　地下構造物点検調査委託（Ｒ８・Ｒ９）
商号又は名称：
Ⅰ　大阪府都市整備部優良建設工事等表彰受賞（都市整備部長又は事務所長の受注者表彰）
又は大阪港湾局優秀・優良表彰（受注者） の実績
　対象期間　：　過去２年間
	業務名
	

	発注事務所
	

	受賞年度
	年度（都市整備部長・事務所長）（大阪港湾局優秀・優良）いずれかに○印を付ける。


Ⅱ ア）優良な業務成績点の実績（80点以上が対象）最大４件まで記入
　　　　　対象期間　：　過去３年間
	１
	業務名
	

	
	発注事務所
	

	
	検査日
	　　年　　月　　日

	
	業務成績点
	　　　　　　　　　　　点

	２
	業務名
	

	
	発注事務所
	

	
	検査日
	　　年　　月　　日

	
	業務成績点
	　　　　　　　　　　　点

	３
	業務名
	

	
	発注事務所
	

	
	検査日
	　　年　　月　　日

	
	業務成績点
	　　　　　　　　　　　点

	４
	業務名
	

	
	発注事務所
	

	
	検査日
	　　年　　月　　日

	
	業務成績点
	　　　　　　　　　　　点


イ）優良な業務成績点の実績（75点以上79点以下が対象）１件記入
　　　　　対象期間　：　過去３年間
	１
	業務名
	

	
	発注事務所
	

	
	検査日
	　　年　　月　　日

	
	業務成績点
	　　　　　　　　　　　点


　※ア）イ）合計で４件まで申告することができる。

Ⅲ　業務成績点に係る減点（69点以下が対象）　　　　２件まで記入
　　　　　　対象期間　：　過去３年間
	１
	業務名
	

	
	発注事務所
	

	
	検査日
	　　年　　月　　日

	
	業務成績点
	　　　　　　　　　　　点

	２
	業務名
	

	
	発注事務所
	

	
	検査日
	　年　　月　　日

	
	業務成績点
	　　　　　　　　　　　点


別紙２－（２）                                                  Ｐ．　　　　　　
企業の技術力　調書Ｂ
業務委託名：一級河川　寝屋川　東諸福調節池外　地下構造物点検調査委託（Ｒ８・Ｒ９）
商号又は名称：
Ⅳ　常駐有資格者数
	大阪府と契約する営業所名
	

	営業所の所在地
	

	有資格者数
	技術士（建設部門）
	　　　　　　　　　　　　　　　　人

	
	技術士（総合技術監理部門）（建設）
	　　　　　　　　　　　　　　　　人

	
	合　計
	　　　　　　　　　　　　　　　　人


別紙３－（１）　　　　                                               Ｐ．　　　　　　
管理技術者の技術力　調書Ａ
業務委託名：一級河川　寝屋川　東諸福調節池外　地下構造物点検調査委託（Ｒ８・Ｒ９）
商号又は名称：
Ⅰ　大阪府都市整備部優良建設工事等表彰受賞（都市整備部長又は事務所長の配置技術者表彰）
又は大阪港湾局優秀・優良表彰（配置技術者） の実績
　対象期間　：　過去２年間
	業務名
	

	発注事務所
	

	受賞年度
	年度（都市整備部長・事務所長）（大阪港湾局優秀・優良）いずれかに○印を付ける。

	技術者氏名
	

	所属企業（※）
	


Ⅱ ア）同種業務の実績と成績点(80点以上が対象)(管理技術者又は担当技術者)
	業務名
	

	発注事務所
	
	業務成績点
	点

	工期
	　　年　　月　　日～　　　　年　　月　　日

	技術者氏名
	

	技術者の種類
	管理技術者　・　担当技術者

	従事した期間
	　　年　　月　　日～　　　　年　　月　　日

	所属企業(※)
	


· 複数業務の実績による申告とする場合においては、本資料を複写してください。
Ⅲ　業務成績点に係る減点（69点以下が対象）
	業務名
	

	発注事務所
	
	業務成績点
	点

	工期
	　　年　　月　　日～　　　　年　　月　　日

	技術者氏名
	

	技術者の種類
	管理技術者　・　担当技術者

	従事した期間
	　年　　月　　日～　　　　年　　月　　日

	所属企業(※)
	


別紙３－（２）　　　　                                               Ｐ．　　　　　　
管理技術者の技術力　調書Ｂ
業務委託名：一級河川　寝屋川　東諸福調節池外　地下構造物点検調査委託（Ｒ８・Ｒ９）
商号又は名称：
Ⅱ　イ）、ウ）同種業務の実績と成績点(75点以上が対象)(管理技術者、担当技術者)
	業務名
	

	発注機関
	

	契約金額
（税込、最新）
	

	契約期間
	　　年　　月　　日～　　　　年　　月　　日

	業務概要
	

	技術者氏名
	

	技術者の種類
	

	従事した期間
	　　年　　月　　日～　　　　年　　月　　日

	所属企業(※)
	

	業務成績点
	


· 複数業務の実績による申告とする場合においては、本資料を複写してください。
別紙３－（３）　　　　　　　　　　　　                         　　Ｐ．　　　
管理技術者の技術力　調書Ｃ
業務委託名：一級河川　寝屋川　東諸福調節池外　地下構造物点検調査委託（Ｒ８・Ｒ９）
商号又は名称：
Ⅳ）継続学習への取組み状況（ＣＰＤ）
	継続教育（ＣＰＤ）の取組み状況


	技術者名
	

	生年月日
	

	入社年月日
	

	継続教育（CPD）
	証明団体名　　　　　　　　　　　　　　　　　　CPD取得単位


· 各証明団体が発行するＣＰＤ学習履歴証明書を添付すること
別紙３－（４）　　　　　　　　　　　　                         　　Ｐ．　　　
管理技術者の技術力　調書Ｄ
業務委託名：一級河川　寝屋川　東諸福調節池外　地下構造物点検調査委託（Ｒ８・Ｒ９）
商号又は名称：
Ⅴ）若手技術者の配置
	若手技術者の配置（入札公告の時点で４０歳以下）


	技術者名
	

	生年月日
	


· 技術者名と生年月日が確認できる書類を添付すること（資格登録証・運転免許証・マイナンバーカード等の写し等）但し、技術者名と生年月日以外の個人情報に該当する部分には、マスキングを施してください。
別紙４－（１）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Ｐ．　　　　　　
企業の信頼性・社会性　調書Ａ
業務委託名：一級河川　寝屋川　東諸福調節池外　地下構造物点検調査委託（Ｒ８・Ｒ９）
商号又は名称：
Ⅰ　本店の所在地
	大阪府入札参加資格登録において、本店が大阪府内である。

	本店名
	

	本店の所在地
	


Ⅱ　資本金又は府内営業所の従業員数
	大阪府入札参加資格登録において、「①本店が大阪府内の場合」又は「②本店が大阪府外の場合」で条件を満たす。

	①本店が大阪府内で、資本金※が１千万円を超えている場合。

	資本金
	　　　　　　　　　　　　　　　百万円

	又は

	②本店が大阪府外で、大阪府と契約する営業所に配属（所属）されている従業員が５１名以上である場合。

	本店名
	

	本店の所在地
	

	大阪府と契約する営業所名
	

	営業所の所在地
	

	従業員数
	　　　　　　　　　　　　　　　名


別紙４－（２）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Ｐ．　　　　　　
企業の信頼性・社会性　調書Ｂ
業務委託名：一級河川　寝屋川　東諸福調節池外　地下構造物点検調査委託（Ｒ８・Ｒ９）
商号又は名称：
Ⅲ　施設点検業務等への協力

	活動内容
	

	活動日
	

	担当事務所
	


別紙４－（３）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Ｐ．　　　　　　
企業の信頼性・社会性　調書Ｃ
業務委託名：一級河川　寝屋川　東諸福調節池外　地下構造物点検調査委託（Ｒ８・Ｒ９）
商号又は名称：
Ⅳ 障がい者の雇用状況
大阪府施策に対する取組　障がい者の雇用状況
	障がい者
実雇用率
　○．○○　％



令和８年４月


建設コンサルタント














本様式は「電子調達システム」を通じて入札時に提出してください。


事後審査時の提出は不要です。
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